
正味財産増減計算書内訳表
平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

　　　　　

科

　　　　　　

目 公益目的事業会計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

活力ある地域

　　　　　　　　　

法人会計 内部取引消去

　　　

合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

づ〈りに寄与

　　　

小計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

する事業費
１

　

一般正味財産増減の部

　

１． 経常増減の部

　　

（１） 経常収益

　　

①

　

基本財産運用益

　　　　　　　　　　　　

６，６１８，８９９

　　　

６，６１８，８９９

　　

２，６９６，０００

　　　　　　　　　　

９，３１４，８９９

　　　

②

　

受取会費

　　　　　　　　　　　　　　　

６．３９０，０００

　　

６，３９０，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６，３９０，０００

　　　

③

　

事業収益

　　　　　　　　　　　　　　

２６，８０４，１０６

　　

２６，８０４，Ｔ０６

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２６，８０４，１０６

　　　

④

　

受取補助金等

　　　　　　　　　　　　

１９，５９９，２００

　　

１９，５９９，２００

　　

４，０８０，０００

　　　　　　　　　　

２３，６７９，２００

　　

⑤ 雑収益

　　　　　

受取利息

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１９２

　　　　　　

１９２ １９２

　　　　　

その他収益

　　　　　　　　　　　　　　　　

１０７，３２０

　　　　

１０７，３２０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０７，３２０

　　　　

経常収益計

　　　　　　　　　　　　　　　　

５９，５１９，７１７

　　

５９，５１９，７１７

　　　

６，７７６，０００

　　　　　　　

０

　　　

６６，２９５，７１７

　　

（２） 経常費用

　　　

①

　

事業費

　　　　　　　　　　　　　　　

６９，８５６，９０７

　　

６９，８５６，９０７

　　　　　　　　　　　　　　　　　

６９，８５６，９０７

　　　　　

給与手当

　　　　　　　　　　　　　　

９，６５６，０７１

　　

９，６５６，０７１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９，６５６，０７１

　　　　　　

三

　　　

日
給与手当
福利厚生費支出

９，６５６，
４，８３１，

，６５６，
４，８３１，
８，２８４，
２，３８０，
８，９７９，
４，４０７，
７，６８０，

４，８３１，
８，２８４，
２，３８０，
８，９７９，
４，４０７，
７，６８０，

臨時雇賃金
諸謝金

８，２８４，５１
２，３８０，３２
８，９７９，６８
４，４０７，２２
７，６８０，７６

　

２５９，６５１

旅費交通費支出
消耗品費支出
印刷製本費支出
燃料費支出
減価償却費

　

２５９，６５１

　　　　

２５９，６５１

　

５３８，２５８

　　　　　

５３８，２５
４，６６５，１５９

　　　

４，６６５，１５
１，０４２，４６８

　　　

１，０４２，４６
１，０４１，１２０

　　　

１，０４１，１２
８，９７２，３９５

　　　

８，９７２，３９
１，１６８，１３９

　　　

１，１６８，１３
５，９００，０００

　　　

５，９００，００

光熱水料費支出
通信運搬費支出

５３８，
４，６６５，
１，０４２，
１，０４１，
８，９７２，
１，１６８，
５，９００，

手数料支出
委託費支出
使用料及び賃借料
支払負担金
支払助成金

　　

租税公課
②

　

管理費

　　

給与手当
福利厚生費支出
臨時雇賃金
旅費交通費支出
消耗品費支出

５３６，
２０９，
１８，
２４５，ｌ

２，燃料費支出
減価償却費

４０，５１
５４，６
１５，Ｏ

光熱水料費支出
通信運搬費支出
手数料支出
保険料
委託費支出

栃
餌
博
４５
２

　　　

　

　　　

　　　　

　　

４０，５１
５４，６
１５，Ｏ
Ｔ３，５

１２３，８
１２６，５

１３，

１２３，
１２６，

使用料及び賃借料
支払負担金
租税公課

③

　

棚卸資産調整額

　

経常費用計

　　

当期経常増減額
経常外増減の部

△

（１）

　

経常外収益

　　

特定資産評価益

　　

経常外収益計
（２）

　

経常外費用

　　

基本財産評価損

１３１

１３８， １３８， １３８，

　

特定資産評価損
経常外費用計

当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

１０

　

８０１６１ △ １０

　

４８０１６１ ０

　　

△

Ｄ

　

指定正味財産増減の部
① 基本財産運用益

　　

基本財産受取利息
②

　

一般正味財産への振替額

　　

一般正味財産への振替額 △

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高



貸

　

借

　

対

　

照

　

表

平成２９年３月３１日現在

科

　　　　　　　

目 当年度 前年度 増

　

減

１

　

資産の部

　

１． 流動資産

　　　

現金預金

　　　

未収収益

　　　

前払金

　　　

棚卸資産

　　　

貯蔵品

　　　

未収消費税等

　　

流動資産合計

　

２． 固定資産

　

（１） 基本財産

　　　

基本金引当預金

　　　

基本金引当有価証券

　　

基本財産合計

　

（２） 特定資産

　　　

助成事業関連基金 （有価証券）

　　　

助成事業関連基金 （預金）

　　　

運営資金積立金 （預金）

　　　

運営資金積立金 （有価証券）

　　

特定資産合計

　

（３） その他固定資産

　　　

電話加入権

　　　

備品（ソフトウエア）

　　

その他固定資産合計

　　

固定資産合計

　　

資産合計

口

　

負債の部

　

「． 流動負債

　　　

未払金

　　

預り金

　　　

前受収益

　　　

未払消費税等

　　

流動負債合計

　

２． 固定負債

　　

固定負債合計

　　

負債合計

ｍ

　

正味財産の部

　

１． 指定正味財産

　　

指定正味財産合計

　　

（うち基本財産への充当額）

　

２． 一般正味財産

　　

一般正味財産合計

　　

（うち基本財産への充当額）

　　

（うち特定資産への充当額）

　　

正味財産合計

　　

負債恥び正味財産合計

７，２２４，４２９

２２，６０７，４０１

　

３５１，３５４

　

１５，７９２

８，８０４，３０５

２７，４４８，６１６

　

３４８，６１８

　

２０，１６０

△ １，５７９，８７６

△

　

４，８４１，２１５

　　　

２，７３６

　

△

　

４，３６８

　　　

０

　　　

０

３０，１９８，９７６ ３６，６２１，６９９ △

　

６，４２２，７２３

　　

１４７，０００

５８１，４３９，４４９

　

１４７，０００

５８０，８７６，５１８

　

０

５６２，９３１

５８１，５８６，４４９ ５８１，０２３，５１８ ５６２，９３１

　　

０

８，５９５，２９４

８，５９１，８２５

　　

０

ｌｏ，０９２，６１９

　　

０

８，５９１，８２５

ｌｏ，０００，０００

△

　

ｌｏ，０９２，６１９

　

８，５９５，２９４

　　　

０

△

　

ｌｏ，０００，０００

１７，１８７，１１９ ２８，６８４，４４４ △ １１，４９７，３２５

５２８，６００

　

５

５２８，６００

　

５

（
＝Ｖ

　

＝^Ｕ

５２８，６０５ ５２８，６０５ ０

５９９，３０２，１７３ ６１０，２３６，５６７ △

　

ｌｏ，９３４，３９４

Ｒつ９．５０１．１４９ ６４６，８５８．２６６ △ １７．３５７，１１７

８，１５８，４２６

４０４，３９８

　

１２，５６７

４４２，２００

１８，４９８，６９４

　

２１０，３８５

　

３４，９０７

　

５７３，０００

△

　

ｌｏ，３４０，２６８

　　

１９４，０１３

　

△

　

２２，３４０

　

△ １３０，８００

９，０１７，５９１ １９，３１６，９８６ △

　

ｌｏ，２９９，３９５

０ ０ ０

０ ０ ０

９，０１７，５９１ １９，３１６，９８６ △ １０，２９９，３９５

５８０，０００，０００

５８０，０００，０００

４０，４８３，５５８

　

１，５８６，４４９

１７，１８７，１１９

５８０，０００，０００

５８０，０００，０００

４７，５４１，２８０

　

１，０２３，５１８

２８，６８４，４４４

　　　

０

　　　

０

△

　

７，０５７，７２２

　　

５６２，９３１

△ １１，４９７，３２５

６２０，４８３，５５８ ６２７，５４１，２８０ △

　

７，０５７，７２２

６２９．５０１．１４９ ６４６．８５８．２６６ △ １７，３５７．１１７

※貸借対照表の付属明細書については、 本注記に記載しているので内容の記載をか略している。



財務諸表に対する注記

１． 重要な会計方針

　

（１） 有価証券の言平価基準及び評価方法

　　

基本財産‐基本金引当有価証券 … … … … …・個別法による原価基準を採用してし、る。

　

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　

個別法による原価法によっている。

　

（３） 固定資産の減価償却の方法

　　

備

　　　　　

品 …・＝定額法による減価償却を実施し、 減価償却の勘定仕訳とそれに基
づく勘定記入は、 直接法で行うこととしている。

（４） 消費税等の会計処理

　　

消費税等の会計処理は、 税込み方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、 次のとおりである。

科

　　　　

目 前期末残高 当期層ｊ」ｕ谷貝 当期減少額 当期末残高
基本財産

　

基本金引当預金

　

有価証券

　　　

′」、

　　　

言十

特定資産

　

助成関連事業基金（有価証券）

　

助成関連事業基金（預金）

　

運営資金積立金（預金）

　

運営資金積立金（有価証券）

　　　

小

　　　

言十

　

合

　　　

計

　

１４７，０００
５８０，８７６，５１８

　

０

５６２，９３１

（
＝Ｖ
（
＝Ｖ

　

１４７，０００
５８１，４３９，４４９

５８１．０２３．５１８ ５６２．９３１ ０ ５８１，５８６，４４９

１０，０９２，６１９

　　

０

８，５９１，８２５
１０，０００，０００

　　

０

８，５９５，２９４

　

９５２，０４７

　　

０

１０，０９２，６１９

　　

０

　　

０

１０，０００，０００

　　

０

８，５９５，２９４
９，５４３，８７２

　　

０

２８．６８４．４４４ ９，５４７，３４１ ２０．０９２．６１９ １８，１３９，１６６

６０９．７０７．９６２ ｌｏ，１１０，２７２ ２０，０９２，６１９ ５９９，７２５，６１５

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、 次のとおりである。

科

　　　　　

目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

基本財産

　

基本金引当預金

　

有価証券

　　　

／」・

　　　

計

特定資産

　

助成関連事業基金（有価証券）

　

運営資金積立金（預金）

　　　

小

　　　

言十

　

合

　　　

計

　

１４７，０００
５８１，４３９，４４９

　　　　

（０）
（５８０，０００，０００）

（１４７，０００）
（１，４３９，４４９） 捻ヨ

５８１５８６．４４９ （ｂ８Ｕ，０００，０００） （１，ｂｂｂ，４４９） （０）

８，５９５，２９４
９，５４３，８７２

（０）
（０）

（８，５９５，２９４）
（９，５４３，８－ｒ２）

（０）
（０）

１８，１３９，１６６ ０ １８，１３９，ＩＪ６ （０）
５９９．７２５，６１５ （５８０，０００，０００） （１９，７２５，６５） （０）

味財

　

（うち一般正味財

４． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高

　

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 次のとおりである。

２，３９１，９００ ２，３９１，８９５（ソフトウエア）



５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益

　

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位 ： 円）

　　　　

科

　　　　

目

　　　　　　　　

帳ラ 価 額

　　　　　

時

　　

価

　　　　　

評 価 損 益

利 付国債２０年１３８回

　　　　　　　　　　　

１９，９５７，０７１

　　　　

２３，５２５，０４０

　　　　

３，５６７，９６９

利 付国債２０年１４１回

　　　　　　　　　　　

１９，９５２，３４２

　　　　

２４，０２４，０００

　　　　

４，０７１，６５８

利 付国債２０年１５０回

　　　　　　　　　　　

１５，４５４，６２５

　　　　

１７，２９３，５００

　　　　

１，８３８，８７５

利 付国債２０年１５０回

　　　　　　　　　　　

１５，４５４，６２５

　　　　

１７，２９３，５００

　　　　

１，８３８，８７５

利付国債２０年１５６回

　　　　　　　　　　　　

９９，４０９，１００

　　　　

９６，７５０，０００

　　　　

－２，６５９，１００

利 付国債２０年１５８回

　　　　　　　　　　　

１００，６２３，１６８

　　　　

９７，９９０，０００

　　　　

－２，６３３，１６８

利 付国債２０年１５８回

　　　　　　　　　　　

３０，３２７，１４１

　　　　

２９，３９７，０００

　　　　　

－９３０，１４１

利付国債２０年１５８回

　　　　　　　　　　　

１９，２０３，８６０

　　　　

１８，６１８，１００

　　　　　

－５８５，７６０

利 付国債１０年３４５回

　　　　　　　　　　　

１４，０７２，２１７

　　　　

１４，０６８，６００

　　　　　　

－３，６１７

大阪府公募公債１０年３２０回

　　　　　　　

１００，０００，０００

　　　

１０３，０８０，０００

　　　　

３，０８０，０００

　　

； 、 ‘、

　

ノ＼ヨ巨

　　　　　　

ｔｒ

　　

口

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３

　

３５０ ０００

　　　　　　

３

　

３６０

　

０００

４，０７１，６５８
１，８３８，８７５
１，８３８，８７５

－２，６５９，１００

－２，６３３，１６８

－９３０，１４１
－５８５，７６０

　

－３，６１７
３，０８０，０００
３，３６０，０００

１９，９５２，３４２
１５，４５４，６２５
１５，４５４，６２５
９９，４０９，１００

１００，６２３，１６８
３０，３２７，１４１
１９，２０３，８６０
１４，０７２，２１７

１００，０００，０００
９９，９９０，０００

２９，３９７，０００
１８，６１８，１００
１４，０６８，６００

１０３，０８０，０００
１０３，３５０，０００北海道公募公債１０年２０年度１４回 ０００

　　　　　　

３，３

　

，
５００

　　　　　

１ ５７９，２００

６． 補助金等の内訳並びに交付者、 当期の増減額及び残高

　

補助金等の内訳並びに交付者、 当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位 ＝円）

補助金等の名称

　

交付者

　

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　　

貸借対照表上の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記 載 区 分

補助金

　

平成２８年度えひ

　

め地域政策研究セ

　

愛媛県

　　　　　　　

６，２４０，０００

　

６，２４０，０００

　

ンタ‐運営費補助金

　　　

合

　　　

計

　　　　　　　　　　　

６，２４０，０００

　

６，２４０，０００

７． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、 次のとおりである。

１１糟鵬響
９，２４９，４１４

ー

　　　

内

　　　　

容

　　　　　　　　

満

　　　

額

罰文益への振替額
基本財産受取利 息振替額

　　　　　　　　

９，２４９，４１４



＝』

　　　

ノｔ

　　　　　

ｌ

　

ｌ

　　　　

動

平成２９年３月３１日現在

科

　　　

目 徳用目的寺 金

　　　　　　

額

１

　

資

　

産

　

の

　

部

　

１

　

流動資産

　　

現金預金 （普通預金）

　　　　　

普通預金

　

伊予銀行愛媛県庁支店

　　　　　

普通預金

　

愛媛県信用農業協同組合連合会

　　

未収収益

　　

前払金

　　

棚卸資産

　

出版図書

　　　　　　　　　

流動資産合計

　

２

　

固定資産

　

（１）基本財産

　　　

基本金引当預金

　　　　　

定期預金 伊予銀行県庁支店

　　　

基本金引当有価証券

　　　　　

利付国債２０年１３８回

　　　　　

利付国債２０年１４１回

　　　　　

利付国債２０年１５０回

　　　　　

利付国債２０年１５６回

　　　　　

利付国債２０年１５８回

　　　　　

（みずほ証券）

　　　　　

大阪府公募公債１０年３２０回

　　　　　

北海道公募公債ｌｏ年２０年度１４回

　　　　　

（みずほ証券）

　　　　　

北海道公募公債１０年２０年度１４回

　　　　　

（大和証券）

　　　　　

利付国債２０年１５８回

　　　　　

（いよぎん証券）

　　　　　

利付国債２０年１５８回

　　　　　

（大和証券）

　　　　　

利付国債１０年３４５回

　　　　　　　　　　

基本財産合計

　

（２） 特定資産

　　　

助成事業関連基金

　　　　　

定期預金 愛媛県信ｍ曲

　　　

運営資金積立金

　　　　　

普通預金

　

伊予銀行愛媛県庁支店

　　　　　

普通預金 愛媛銀行県庁支店

　　　　　　　　　

特定資産合計

　

（３）その他の固定資産

　　　

電話加入権

　　　

備品（ソフトウエア）

　　　　　

アンケート集計・分析ソフト 秀吉

　　　　　　

ＡｒｃＶｉｅｗ

　

３，２

　　　　　　

ＡｒｃＶｉｅｗ

　

８，２

　　　　　　　　

ＳｐａｔｉａーＡｎａｌｉｓｔ

　　　　　　

３Ｄ Ａｎａｌｉｓｔ

　　　　　　　

その他の固定資産合計

　　　　

固

　

定

　

資

　

産

　

合

　

計

　　　　

資

　

産

　

合

　

計

ロ

　

負

　

債

　　

の

　

部

　

１

　

流動負債

　　

未払金

　　

預り金

　　

前受収益

　　

未払消費税等

　　　　

流

　

動

　

負

　

債

　

合

　

計

　

２

　　

固定負債

　　　　

固

　

定

　

負

　

債

　

合

　

計

　　　　

負

　

債

　

合

　

計

　　　　

正

　

味

　

財

　

産

運転資金
運転資金
受託事業費
家賃
出版図書

公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。

公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
共用財産であり、うち６０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、４０％は管理運
営の用に供している。
共用財産であり、うち６０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、４０％は管理運
営の用に供している。
共用財産であり、 うち６０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、４０％は管理運
営の用に供している。
共用財産であり、 うち６０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、４０％は管理運
営の用に供している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。
公益目的保有財産であり、 運用益を事業の財
源として使用している。

まちづくり活動アシスト事業等の積立基金

財団運営のための積立金

共用財産であり、 うち９０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、１０％は管理運
営の用に供している。
共用財産であり、うち９０％は公益目的保有財
産として公１事業の用に供し、１０％は管理運
営の用に供している。

３月分社会保険料ほか
源泉所得税ほか
有価証券前受収益

７，２２４，４２９
５，９８６，０３０

　

１，２３８，３９９
２２，６０７，４０１

　

３５１，３５４

　　

１５，７９２
３０，１９８，９７６

　

１４７，０００
５８１，４３９，４４９

１９，９５７，０７１

１９，９５２，３４２

３０，９０９，２５０

９９，４０９，１００

１００，６２３，１６８

１００，０００，０００

９９，９９０，０００

４６，９９５，３００

３０，３２７，１４１

１９，２０３，８６０

１４，０７２，２１７
５８１，５８６，４４９

　

８，５９５，２９４
８，５９１，８２５

　

３，９２０，１２５

　

４，６７１，７００

１７，１８７，１１９

　　

５２８，６００

　　　

５

　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　　

Ｉ

　　

５２８，６０５
５９９，３０２，１７３
６２９，５０１，１４９

　

８，１５８，４２６

　　

４０４，３９８

　　

１２，５６７

　　

４４２，２００

　

９，０１７，５９１

　

９，０１７，５９１
６２０，４８３，５５８


